
 

 

議案第２６号 

  

   前橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準   

を定める条例等の改正について 

  

令和６年３月１４日提出 

                        前橋市長 小 川   晶   

  

  

   前橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準   

を定める条例等の一部を改正する条例 

  

 （前橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第１条 前橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年前橋市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第１４９条の４ 」を「第１４９条の５」に改める。 

  第２条第１７号中「、指定通所支援基準条例第６７条に規定する指定医療型児童

発達支援の事業」を削る。 

  第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２６条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第

１号の次に次の１号を加える。 

  (2) 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮すること。 

  第２７条第２項中「当該居宅介護計画を」を「当該居宅介護計画を利用者及びそ

の同居の家族並びに当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援

（法第５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）又

は指定障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２

６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらを「指

定特定相談支援事業者等」という。）に」に改め、同条第３項中「居宅介護計画

作成後」を「第１項の居宅介護計画の作成後」に改める。 

  第３１条に次の１項を加える。 

 ４ サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 



 

 

  第４６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第５１条第７項中「（昭和２２年法律第１６４号）」を削り、同条第８項中「第

６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改める。 

  第５９条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

 ２ 指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第６０条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、

「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１

０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び指定特定

相談支援事業者等」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を

「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「会議（」の次に「利

用者及び当該」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改

めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項

とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思、選好、判断能力

等について丁寧に把握しなければならない。 

  第６１条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第７７条第２項第２号中「第６０条第５項」を「第６０条第６項」に改める。 

  第８０条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言

語聴覚士」に改める。 

  第８７条の２第１項中「障害者就業・生活支援センター」を「障害者就業・生活

支援センター（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号）第２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センターをいう。以下同

じ。）」に改める。 

  第９５条の４第１号及び第２号の表以外の部分中「第１４９条の３」を「第１４

９条の４」に改める。 

  第１０６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項

を加える。 

 ２ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが



 

 

できるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第１２０条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項

を加える。 

 ２ 指定重度障害者等包括支援事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第１２１条第２項中「当該重度障害者等包括支援計画を」の次に「利用者及びそ

の同居の家族並びに指定特定相談支援事業者等に」を加える。 

  第１２３条前段中「第３０条」の次に「、第３１条第４項」を加える。 

  第１４３条第１項第１号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は

言語聴覚士」に改める。 

  第１４９条後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第９章第５節中第１４９条の４を第１４９条の５とし、第１４９条の３を第１４

９条の４とし、第１４９条の２の次に次の１条を加える。 

  （共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業者

の基準） 

 第１４９条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテー

ション事業者（指定居宅サービス等基準条例第１３７条第１項に規定する指定通

所リハビリテーション事業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満たすべ

き基準は、次のとおりとする。 

  (1) 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準条例第１３７

条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）

の専用の部屋等の面積（当該指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保

健施設（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介

護老人保健施設をいう。）又は介護医療院（同条第２９項に規定する介護医療

院をいう。）である場合にあっては、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確

保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積を

加えるものとする。第１５０条第２号において同じ。）を、指定通所リハビリ

テーション（指定居宅サービス等基準条例第１３６条に規定する指定通所リハ

ビリテーションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓

練）の利用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であるこ

と。 

  (2) 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該指定通所リハビ

リテーション事業所が提供する指定通所リハビリテーションの利用者の数を指

定通所リハビリテーションの利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利

用者の数の合計数であるとした場合における当該指定通所リハビリテーション



 

 

事業所として必要とされる数以上であること。 

  (3) 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供するた

め、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援

を受けていること。 

  第１５０条各号列記以外の部分中「第２０６条」を「第１５０条の３に規定する

病院等基準該当自立訓練（機能訓練）及び第２０６条」に改め、同条第１号中

「指定通所介護事業者等」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業者」

を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加え、同

条第２号中「機能訓練室」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業所の専

用の部屋等」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーショ

ン」を加え、同項第３号中「指定通所介護事業所等の従業者」を「指定通所介護

事業所等又は指定通所リハビリテーション事業所の従業者」に改め、「当該指定

通所介護事業所等」の次に「又は当該指定通所リハビリテーション事業所」を、

「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加える。 

  第１５０条の２の次に次の１条を加える。 

  （病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練）に関する基

準） 

 第１５０条の３ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等に

より自立訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して病院又は診療所

（以下「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者」という。）が行う自立訓

練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（以下この条において「病院等

基準該当自立訓練（機能訓練）」という。）に関して病院等基準該当自立訓練

（機能訓練）事業者が満たすべき基準は、次のとおりとする。 

  (1) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において「病院等

基準該当自立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の部屋等の面積を、

病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数で除して得た面積が

３平方メートル以上であること。 

  (2) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに、管理者及び次のア又は

イに掲げる場合に応じ、当該ア又はイに掲げる基準を満たす人員を配置してい

ること。 

   ア 利用者の数が１０人以下の場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能

訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看

護職員若しくは介護職員が１以上確保されていること。 

   イ 利用者の数が１０人を超える場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機

能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は



 

 

看護職員若しくは介護職員が、利用者の数を１０で除した数以上確保され

ていること。 

  (3) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必

要な技術的支援を受けていること。 

  第１５８条第２項第２号中「第６０条第５項」を「第６０条第６項」に改める。 

  第１５９条後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第１７１条中「群馬県及び市」を「市」に改める。 

  第１７２条後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第１８９条第４項中「群馬県及び市」を「市」に改める。 

  第１９０条前段中「第１４７条」の次に「、第１８０条第６項」を加え、同条後

段中「、第１８１条第１項」を「、第１８０条第６項中「賃金及び第３項に規定

する工賃」とあるのは「第１８９条第１項の工賃」と、第１８１条第１項」に改

める。 

  第１９４条前段中「第１４７条」の次に「、第１８０条第６項」を加え、同条後

段中「、第１８１条第１項」を「、第１８０条第６項中「賃金及び第３項に規定

する工賃」とあるのは「第１９３条第１項の工賃」と、第１８１条第１項」に改

める。 

  第１９４条の６に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第１９４条の７を次のように改める。 

  （実施主体） 

 第１９４条の７ 指定就労定着支援事業者は、生活介護等に係る指定障害福祉サー

ビス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が

新たに通常の事業所に雇用されたもの又は障害者就業・生活支援センターでなけ

ればならない。 

  第１９４条の１４第１項第２号ア及びイを次のように改める。 

   ア サービス管理責任者が常勤である場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる利用者の

数の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

    (ｱ) 利用者の数が６０以下 １以上 

    (ｲ) 利用者の数が６１以上 １に、利用者の数が６０を超えて６０又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

   イ ア以外の場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞ



 

 

れ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

    (ｱ) 利用者の数が３０以下 １以上 

    (ｲ) 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超えて３０又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

  第１９４条の１４中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次に次

の２項を加える。 

 ３ 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及

び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７号。以下この条において

「指定地域相談支援基準」という。）第２条第３項に規定する指定地域移行支援

事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地

域移行支援（指定地域相談支援基準第１条第１１号に規定する指定地域移行支援

をいう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあって

は、指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援

専門員（同条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第

２号の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。 

 ４ 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支援基準第

３９条第３項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指定を併せて受

け、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地域定着支援（指定地域相談支援基準

第１条第１２号に規定する指定地域定着支援をいう。）の事業を同一の事業所に

おいて一体的に運営している場合にあっては、指定地域相談支援基準第４０条に

おいて準用する指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置され

た相談支援専門員を第１項第２号の規定により置くべきサービス管理責任者とみ

なすことができる。 

  第１９４条の１７を次のように改める。 

 第１９４条の１７ 削除 

  第１９４条の１８の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条中「おおむね週

に１回以上、」を「定期的に」に改め、「により」の次に「、又はテレビ電話装

置等を活用して」を加える。 

  第１９４条の２０後段中「準用する次条第１項」と」を「準用する次条第１項」

と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１９４条の２０において準

用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立生活援助計画」と」

に、「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第１９５条中「又は食事」を「若しくは食事」に、「効果的に」を「効果的に行

い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居



 

 

者につき当該日常生活への移行及び移行後の定着に関する相談、住居の確保に係

る援助その他居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な

援助を適切かつ効果的に」に改める。 

  第１９８条の２第３項中「必要な援助」を「必要な援助を行い、又はこれに併せ

て居宅における自立した日常生活への移行後の定着に必要な援助」に改める。 

  第１９８条の５中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項を第３項と

し、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第１９８条の６に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第１９８条の６の次に次の１条を加える。 

  （地域との連携等） 

 第１９８条の７ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

 ２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、利用者及

びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有する者並びに本

市の担当者等により構成される協議会（以下この条及び第２０１条の１０におい

て「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連

携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなければならない。 

 ３ 指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に

１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する

機会を設けなければならない。 

 ４ 指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作

成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

 ５ 前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生活援助の

質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措

置として市長が定めるものを講じている場合は、適用しない。 

  第２００条の４に次の２項を加える。 

 ３ 指定共同生活援助事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指



 

 

定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新

興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規

定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同

じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

 ４ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

  第２０１条前段中「、第７６条」を削る。 

  第２０１条の２中「入浴、排せつ、食事の介護その他の日常生活上の援助」を

「相談、入浴、排せつ若しくは食事の介護その他の日常生活上の援助又はこれに

併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要

な援助」に改める。 

  第２０１条の３中「又は食事」を「若しくは食事」に、「の援助」を「の援助又

はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定

着に必要な援助」に改める。 

  第２０１条の１０の見出しを「（地域との連携等）」に改め、同条第２項中「前

項の」の次に「協議会等における」を加え、同項を同条第７項とし、同条第１項

中「、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たっては」を削り、「実

施状況」の次に「及び第２項の報告、要望、助言等の内容又は前項の評価の結

果」を加え、同項を同条第６項とし、同条に第１項から第５項までとして次の５

項を加える。 

   日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同

生活援助の提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協

力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

 ２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同

生活援助の提供に当たっては、地域連携推進会議を開催し、おおむね１年に１回

以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

 ３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほ

か、おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が日中サービス支

援型指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けなければならない。 

 ４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等

についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

 ５ 前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその提供する

日中サービス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評



 

 

価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定めるもの（次項に規定

するものを除く。）を講じている場合は、適用しない。 

  第２０１条の１１前段中「、第７６条」を削る。 

  第２０１条の１２中「相談その他の日常生活上の援助」の次に「又はこれに併せ

て行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援

助」を加える。 

  第２０１条の１３中「又は食事」を「若しくは食事」に、「の援助」の次に「又

はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定

着に必要な援助」を加える。 

  第２０１条の２２前段中「、第７６条」を削り、「第１９８条の６」を「第１９

８条の７」に改める。 

  第２０２条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例

第６８条に規定する指定医療型児童発達支援事業所をいう。）」を削り、同条第

２項各号列記以外の部分中「、指定医療型児童発達支援事業所」を削る。 

  第２０７条第１項第３号及び第２項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は

言語聴覚士」に改める。 

  第２０８条ただし書中「従事させ」の次に「、又は他の事業所、施設等の職務に

従事させ」を加える。 

  第２１０条第１項後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第２１２条第１項中「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に改める。 

  附則第２条第１項各号列記以外の部分中「又は作業療法士」を「、作業療法士又

は言語聴覚士」に改める。 

  附則第９条第１項及び同条第２項各号列記以外の部分中「令和６年３月３１日」

を「令和９年３月３１日」に改める。 

  附則第１６条中「同条第４項」を「同条第５項」に改める。 

 （前橋市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第２条 前橋市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２４年前橋市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の２項を加える。 

 ４ 指定障害者支援施設等は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮

しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に

確認するとともに、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支

援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿

って地域生活への移行に向けた措置を講じなければならない。 



 

 

 ５ 指定障害者支援施設等は、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指

定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊

重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定障害者支援施設等以外に

おける指定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談

支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わな

ければならない。 

  第５条第１項第１号及び第２号中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語

聴覚士」に改める。 

  第２６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

 ２ 指定障害者支援施設等は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第２７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、サービス管理責任者は、第２８条の３第１項の地域移行等

意向確認担当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用

者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるものとする。 

  第２７条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改

め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項と

し、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者に対して指定計画相談支援

（法第５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。）を行う者」を

加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「利用者」の次に「及び当該利用者」を加

え、「担当者等」を「担当者等（地域移行等意向確認担当者を含む。）」に、

「開催し」を「開催し、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとと

もに」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第

４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思、選好、判断能力

等について丁寧に把握しなければならない。 

  第２８条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第２８条の次に次の２条を加える。 



 

 

  （地域との連携等） 

 第２８条の２ 指定障害者支援施設等は、施設障害福祉サービスの提供に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

 ２ 指定障害者支援施設等は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者

及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて知見を有する

者並びに本市の担当者等により構成される協議会（以下この条において「地域連

携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議

において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴

く機会を設けなければならない。 

 ３ 指定障害者支援施設等は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、お

おむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設等を見

学する機会を設けなければならない。 

 ４ 指定障害者支援施設等は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成

するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

 ５ 前３項の規定は、指定障害者支援施設等がその提供する施設障害福祉サービス

の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる

措置として市長が定めるものを講じている場合は、適用しない。 

  （地域移行等意向確認担当者の選任等） 

 第２８条の３ 指定障害者支援施設等は、利用者の地域生活への移行に関する意向

の把握、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービス

等の利用状況等の把握及び利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定

障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確認（以下この条において

「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等

に関する指針を定めるとともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければな

らない。 

 ２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を

実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把握又は確認した内

容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該内容を第２７条第６項に規定

する施設障害福祉サービス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

 ３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７

条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支

援その他の地域生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

  第３３条第４項及び第３７条中「群馬県及び市」を「市」に改める。 



 

 

  第５１条に次の２項を加える。 

 ３ 指定障害者支援施設等は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定

医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興

感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定

する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同

じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

 ４ 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合

においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対

応について協議を行わなければならない。 

  第５８条を次のように改める。 

 第５８条 削除 

  第６１条第２項第３号中「第２７条第５項」を「第２７条第６項」に改める。 

 （前橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第３条 前橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２４年前橋市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３号中「、医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達

支援をいう。）の事業」を削り、「同条第４項」を「同条第３項」に、「同条第

５項」を「同条第４項」に、「同条第６項」を「同条第５項」に改める。 

  第９条第２項第２号中「第１７条第５項」を「第１７条第６項」に改める。 

  第１６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

 ２ 療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

  第１７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、

「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１

０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用

者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７第２項に規

定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）又は指定障害児相談支援（児童福

祉法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う者

（以下これらを「指定特定相談支援事業者等」という。）」を加え、同項を同条

第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第５項中「利用者」の次に「及び当該利用者」を、「開催し」の次に



 

 

「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項

を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の

次に次の１項を加える。 

 ３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定

することに困難を抱える場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者

の意思、選好、判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

  第１８条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第３９条第１項第３号及び第４項並びに第５２条第１項第２号及び第４項中「又

は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

  第５４条第１項中「第６３条第１項」を「第６１条の２」に改める。 

  第５５条後段及び第６０条後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第６１条の次に次の１条を加える。 

  （規模） 

 第６１条の２ 就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）は、１

０人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければならな

い。 

  第６３条第１項各号列記以外の部分中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就

労移行支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事

業所」という。）」を「就労移行支援事業所」に改める。 

  第６９条前段中「から第３８条まで」を「から第３６条まで、第３８条」に改

め、同条後段中「同条第８項」を「同条第９項」に改め、「第３７条ただし書及

び」を削る。 

  第８８条第１項各号列記以外の部分中「、指定医療型児童発達支援（指定通所支

援基準条例第６７条に規定する指定医療型児童発達支援をいう。）の事業」を削

る。 

  附則第２条第１項各号列記以外の部分中「又は作業療法士」を「、作業療法士又

は言語聴覚士」に改める。 

 （前橋市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 前橋市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年前橋市条例第５４号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の２項を加える。 



 

 

 ４ 障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつ

つ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に確認

するとともに、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事

業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って

地域生活への移行に向けた措置を講じなければならない。 

 ５ 障害者支援施設は、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サ

ービス等（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同

じ。）の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定

の支援に配慮しつつ、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サ

ービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談

支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

  第８条第２項第２号中「第１９条第５項」を「第１９条第６項」に改める。 

  第１１条第１項第２号及び第３号中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言

語聴覚士」に改める。 

  第１８条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

  第１９条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、サービス管理責任者は、地域移行等意向確認担当者（第２

０条の３第１項に規定する地域移行等意向確認担当者をいう。以下この条におい

て同じ。）が把握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるもの

とする。 

  第１９条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改

め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項と

し、第７項中「利用者」を「利用者及び当該利用者に対して指定計画相談支援

（法第５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。）を行う者」に

改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「会議（」を「会議（利用者及び当該」に改

め、「担当者等」の次に「（地域移行等意向確認担当者を含む。）」を、「開催

し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を

加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項と

し、第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える



 

 

場合は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思、選好、判断能力

等について丁寧に把握しなければならない。 

  第２０条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合は、適切

に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

  第２０条の次に次の２条を加える。 

  （地域との連携等） 

 第２０条の２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図ら

なければならない。 

 ２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者及びそ

の家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて知見を有する者並び

に本市の担当者等により構成される協議会（以下この条において「地域連携推進

会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議におい

て、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

 ３ 障害者支援施設は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、おおむね

１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学する機会を

設けなければならない。 

 ４ 障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成すると

ともに、当該記録を公表しなければならない。 

 ５ 前３項の規定は、障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービスの質に

係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置と

して市長が定めるものを講じている場合は、適用しない。 

  （地域移行等意向確認担当者の選任等） 

 第２０条の３ 障害者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する意向の把

握、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用状

況等の把握及び利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス

等の利用に関する意向の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確

認等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定め

るとともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

 ２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を

実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把握又は確認した内

容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該内容を第１９条第６項に規定



 

 

する施設障害福祉サービス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

 ３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７

条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支

援その他の地域生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

  第４０条に次の２項を加える。 

 ３ 障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発

生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

 ４ 障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合におい

ては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

  第４４条を次のように改める。 

 第４４条 削除 

 （前橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第５条 前橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（令和元年前橋市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

     「第３章 医療型児童発達支援 

       第１節 基本方針（第６７条） 

  目次中  第２節 人員に関する基準（第６８条・第６９条） 

       第３節 設備に関する基準（第７０条） 

       第４節 運営に関する基準（第７１条―第７７条）」 

 を「第３章 削除」に改める。 

  第２条第１号中「第６条の２の２第９項」を「第６条の２の２第８項」に改め、

同条第２号及び第１１号中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所

支援事業者」に改め、同条第１４号中「、第６７条に規定する指定医療型児童発

達支援の事業」を削る。 

  第３条（見出しを含む。）中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通

所支援事業者」に改める。 

  第５条中「指導及び訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（上肢、下肢又

は体幹の機能に障害のある児童に対して行われるものに限る。以下同じ。）」に



 

 

改める。 

  第７条中第４項及び第５項を削り、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、

同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ 前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において治療を行う場

合は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要とされ

る数の従業者を置かなければならない。 

  第７条第６項中「第３項」を「前項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７

項中「、第４項第１号」を削り、同項を同条第６項とし、同条第８項本文中「か

ら第５項まで（第１項第１号を除く。）」を「（第１号を除く。）、第２項及び

第４項」に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

 ８ 第３項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事す

る者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、障害児の

保護に直接従事する従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従

事させることができる。 

  第７条第９項中「前項」を「前２項」に改める。 

  第８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１０条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中「指導

訓練室は、訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

  第１１条第１項本文中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「。以下この項

において同じ」を削り、「及び便所」を「、便所、静養室」に改め、同項ただし

書を削り、同条第２項本文中「前項」を「第１項」に改め、同項ただし書を削

り、同項第１号を次のように改める。 

  (1) 発達支援室 

  第１１条中第３項を削り、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加え

る。 

 ２ 指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合は、前項に規定する設備

（医務室を除く。）に加えて、医療法に規定する診療所として必要な設備を設け

なければならない。 

  第１１条第４項本文中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「場合は」

を「場合は、第２項に掲げる設備を除き」に改める。 

第１２条ただし書中「通わせる指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発達

支援センターであるものを除く。）」を加える。 

  第２４条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額」を

「、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次の各

号を加える。 



 

 

  (1) 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費

用基準額 

  (2) 治療を行う場合 前号に掲げる額のほか、当該指定児童発達支援のうち肢体

不自由児通所医療（食事療養（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３

条第２項第１号に規定する食事療養をいう。）を除く。以下同じ。）に係るも

のにつき、健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した費

用の額 

  第２５条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に

改める。 

  第２６条第１項中「障害児通所給付費」を「障害児通所給付費又は肢体不自由児

通所医療費」に改める。 

  第２７条第１項中「次条第１項」を「第２８条第１項」に改め、同条第５項中

「前項の評価及び改善の内容を」を「自己評価及び保護者評価並びに前項に規定

する改善の内容を保護者に示すととともに、」に改め、同項を同条第７項とし、

同条第４項中「自ら評価」を「指定児童発達支援事業所の従業者による評価を受

けた上で、自ら評価（以下この条において「自己評価」という。）」に、「保護

者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条において「保護者」とい

う。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）」に改め、同

項を同条第６項とし、同条中第３項を第５項とし、第２項を第３項とし、同項の

次に次の１項を加える。 

 ４ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえ

た指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び次条において同

じ。）の確保並びに次項に規定する指定児童発達支援の質の評価及びその改善の

適切な実施の観点から、指定児童発達支援の提供に当たっては、心身の健康等に

関する領域を含む総合的な支援を行わなければならない。 

  第２７条第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重するた

めの配慮をしなければならない。 

  第２７条の次に次の２条を加える。 

 第２７条の２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに指定児

童発達支援プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性を明確にした指定

児童発達支援の実施に関する計画をいう。）を策定し、インターネットの利用そ

の他の方法により公表しなければならない。 

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推進） 



 

 

 第２７条の３ 指定児童発達支援事業者は、障害児が指定児童発達支援を利用する

ことにより、地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにすること

で、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、障害児の地域

社会への参加及び包摂（以下「インクルージョン」という。）の推進に努めなけ

ればならない。 

  第２８条第２項中「行い、」を「行うとともに、障害児の年齢及び発達の程度に

応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに

健やかに育成されるよう」に改め、同条第４項前段中「指定児童発達支援の」を

「第２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏ま

えた指定児童発達支援の」に改め、同条第５項中「障害児」を「障害児の意見が

尊重され、その最善の利益が優先して考慮される体制を確保した上で、障害児」

に改め、同条第８項中「通所給付決定保護者」の次に「及び当該通所給付決定保

護者に対して指定障害児相談支援（法第２４条の２６第２項に規定する指定障害

児相談支援をいう。）を提供する者」を加える。 

  第２９条に次の１項を加える。 

 ２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意

思をできる限り尊重するよう努めなければならない。 

  第３１条の見出し並びに同条第１項、第３項、第４項及び第５項中「指導、訓練

等」を「支援」に改める。 

  第３６条中「特例障害児通所給付費」を「特例障害児通所給付費又は肢体不自由

児通所医療費」に改める。 

  第４０条本文中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。 

  第４１条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。 

  第４３条中「指定児童発達支援事業者」の次に「（治療を行うものを除く。）」

を加える。 

  第６１条第１項及び第２項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同項中「、訓

練」を「、支援」に改める。 

  第３章を次のように改める。 

    第３章 削除 

 第６７条から第７７条まで 削除 

  第７８条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導及び訓練」を「支援」に

改める。 

  第８１条第１項及び第２項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同項中

「訓練に」を「支援に」に改める。 



 

 

  第８７条第１項及び第２項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同項中「訓練

に」を「支援に」に改める。 

  第９１条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「の指導、知識

技能の付与」を「及び知識技能の習得」に、「必要な訓練」を「必要な支援」

に、「「訓練等」を「この項において「支援」に、「）を行い、及び」を「）を

行い、並びに」に、「訓練等」を「支援」に、「又は職業教育」を「若しくは職

業教育」に改める。 

  第９７条前段中「第３１条まで（第２７条第４項及び第５項を除く。）」を「第

２７条の２まで（第２７条第６項及び第７項を除く。）、第２８条から第３１条

まで」に、「第４８条、第５０条、第５１条」を「第４８条から第５１条まで」

に、「、第５３条から第５５条まで及び第７６条」を「及び第５３条から第５５

条まで」に改め、同条後段中「居宅訪問型児童発達支援計画」を「居宅訪問型児

童発達支援計画」と、第２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域との関

連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「第２７条第４項に規

定する領域との関連性を踏まえた」と、第４９条第１項中「行わなければならな

い」とあるのは「行うよう努めなければならない」に改める。 

  第１０２条前段中「第３１条」を「第２７条」に、「及び第５項を除く。）」を

「を除く。）、第２７条の３から第３１条まで」に、「第４８条、第５０条、第

５１条」を「第４８条から第５１条まで」に改め、「、第７６条」を削り、同条

後段中「第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」

と」の次に「、第２７条第６項中「を受けて」とあるのは「及び当該事業所の訪

問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行うに当たって訪問する施設

（以下「訪問先施設」という。）による評価（以下「訪問先施設評価」とい

う。）を受けて」と、同項第５号中「障害児及びその保護者」とあるのは「障害

児及びその保護者並びに当該訪問先施設」と、同条第７項中「自己評価及び保護

者評価」とあるのは「自己評価、保護者評価及び訪問先施設評価」と、「保護者

に示す」とあるのは「保護者及び訪問先施設に示す」と、第２８条第４項中「第

２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえ

た」とあるのは「インクルージョンの観点を踏まえた」と、同条第５項中「担当

者等」とあるのは「担当者及び当該障害児に係る訪問先施設の担当者等」と」を

加え、「従業者の勤務の体制」」を「従業者の勤務の体制」と、第４９条第１項

中「行わなければならない」とあるのは「行うよう努めなければならない」」に

改める。 

  第１０３条第１項中「第３項及び第６項」を「第４項及び第５項」に改め、「、

第６８条」を削り、「第４項」を「第３項」に、「同項第１号中「指定児童発達



 

 

支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５項中「指定児童発達支援事業

所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第７項中「指定児童発達支援」とあ

るのは「指定通所支援」と、同条第８項中「指定児童発達支援事業所」とあるの

は「多機能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援

の」と、第６８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」と

いう。）」とあり、並びに同条第２項及び第３項中「指定医療型児童発達支援事

業所」とあるのは「多機能型事業所」」を「同条第６項中「指定児童発達支援」

とあるのは「指定通所支援」と、同条第７項中「指定児童発達支援事業所」とあ

るのは「多機能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支

援の」と、同条第８項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」」に改める。 

  第１０５条第１項及び第２項中「、第７１条」を削り、同条第２項中「、指定医

療型児童発達支援又は」を「又は」に改め、「、指定医療型児童発達支援の事

業」を削り、同条第３項及び第４項中「、第７１条」を削る。 

  第１０７条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事

業者」に改め、「、第７７条」を削り、同条第２項中「指定障害児通所支援事業

者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （地域との連携等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第１条の規定による改正

後の前橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（以下この項において「新指定障害福祉サービス基準条例」とい

う。）第１９８条の７（新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の２２にお

いて準用する場合を含む。以下同じ。）及び第２０１条の１０、第２条の規定に

よる改正後の前橋市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（以下この項及び次項において「新指定障害者支援施設基準条例」と

いう。）第２８条の２、第４条の規定による改正後の前橋市障害者支援施設の設

備及び運営に関する基準を定める条例（以下この項及び次項において「新障害者

支援施設等基準条例」という。）第２０条の２並びに第５条の規定による改正後

の前橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（以下「新指定通所支援基準条例」という。）第２７条の２（新指定通所支援基

準条例第５９条、第６３条、第８４条、第８５条、第８９条及び第９７条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、新指定障害福祉サービス基



 

 

準条例第１９８条の７第２項及び第３項並びに第２０１条の１０第２項及び第３

項、新指定障害者支援施設基準条例第２８条の２第２項及び第３項並びに新障害

者支援施設等基準条例第２０条の２第２項及び第３項中「設けなければ」とある

のは「設けるよう努めなければ」と、新指定障害福祉サービス基準条例第１９８

条の７第４項及び第２０１条の１０第４項、新指定障害者支援施設基準条例第２

８条の２第４項、新障害者支援施設等基準条例第２０条の２第４項並びに新指定

通所支援基準条例第２７条の２中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう

努めなければ」とする。 

 （地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間、新指定障害者支援施設基

準条例第２８条の３及び新障害者支援施設等基準条例第２０条の３の規定の適用

については、新指定障害者支援施設基準条例第２８条の３第１項及び新障害者支

援施設等基準条例第２０条の３第１項中「選任しなければ」とあるのは「選任す

るよう努めなければ」と、新指定障害者支援施設基準条例第２８条の３第２項及

び新障害者支援施設等基準条例第２０条の３第２項中「報告しなければ」とある

のは「報告するよう努めなければ」とする。 

 （児童発達支援に係る経過措置） 

４ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号。以下「一部改正

法」という。）附則第４条第１項の規定により一部改正法第２条の規定による改

正後の児童福祉法（以下「新児童福祉法」という。）第２１条の５の３第１項の

指定を受けたものとみなされているものについては、新指定通所支援基準条例第

７条の規定にかかわらず、令和９年３月３１日までの間、なお従前の例によるこ

とができる。 

５ 一部改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第２１条の５の３第１項

の指定を受けたものとみなされているものについては、新指定通所支援基準条例

第１１条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

６ 第５条の規定による改正前の前橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例（次項において「旧指定通所支援基準条例」とい

う。）第７条第４項及び第５項に規定する指定児童発達支援事業所（この条例の

施行の際現に指定を受けているものに限る。）については、新指定通所支援基準

条例第７条及び第１２条の規定にかかわらず、令和９年３月３１日までの間、な

お従前の例によることができる。 

７ 旧指定通所支援基準条例第７条第４項及び第５項に規定する指定児童発達支援事

業所（この条例の施行の際現に指定を受けているものに限る。）については、新

指定通所支援基準条例第１１条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例に



 

 

よることができる。 


